































法の基本原理（憲法 3 原理）の 1 つである「恒久平和主義」について、根底から変更を迫る改
正プランを打ち出した。その第 2 章は現行の「戦争放棄」から「安全保障」へと名称変更し、
第 9 章には新たに「緊急事態」の章が設けられている。その結果、第 2 章に置かれている憲法





























































1961 年のベルリンの「壁」によって象徴される。その間、西ドイツは 1956 年に基本法を改正
して再軍備（連邦国防軍の創設）に踏み切り、1968 年にも改正補充して基本法第 10a 章 115
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条 a から同法 115 条 l までの 11 項にわたり、「緊急事態条項」を追加した。追加された第 10a
章 は、2 つ の 根 源（Würzeln）、 す な わ ち 国 防 制 度（Wehrverfassung） と 緊 急 事 態 制 度
（Notstandsverfassung）という要素をもち、それらが言わば二人三脚で機能するのである（Klaus 









　＊ 1994 年：連邦憲法裁判所第二法廷判決（NATO 域外派兵を合憲とする）
　＊ 1999 年： 3 月にコソボ空爆（国連の明示的な許可なく NATO によるユーゴ空爆へドイツ
軍参加）
　＊ 2001 年：9 月 11 日に米国で同時多発テロ勃発
　＊ 2003 年：米英軍のイラク攻撃＝イラク戦争（ドイツは参加せず）
　＊ 2005 年：連邦国防軍国外出動への議会関与法の公布
　＊ 2006 年： 連邦憲法裁判所第一法廷判決（米国同時多発テロでの航空機自爆テロに対する
軍事的対処措置を定める航空安全法 14 条 3 項の違憲無効判決）
　本稿は、ドイツの緊急事態法制について、ドイツ連邦国防軍の存在と任務を基軸にして国法
学上の論点を中心に概説したものである。この法制度は、前記のようにドイツ軍と緊急事態法















　西ドイツの基本法は、ヘレンヒムゼー憲法制定会議の提案に基づき、1949 年 5 月 23 日に州
（ラント）の代表者で構成された議会的協議会（Parlamentarischer Rat）によって確定される。
議会的協議会議長の K. アデナウアーは、それを口頭で発表（公布）し、各州での議決を経て
基本法は、1949 年 5 月 23 日の真夜中（24:00）に施行された（GG145 条）。
　基本法の草案の段階においては、当初「緊急事態条項」が盛り込まれていた。しかしその導
入をめぐっては多様な意見が披瀝され、意見の一致をみることはなかった。結局 1949 年 5 月
2 日に「一般編集委員会」は草案の当条項（111 条、111 条 a）の削除を提案し、同協議会の本
会議はこれを無言で受け入れたという（Vgl. Klaus Stern, a.a.O., S.1315ff.）。
　その後、議会的協議会だけでなく、州の首相も当時のドイツの状況、東西陣営によるドイツ
の分裂というジレンマを意識し、暫定的な基本法の制定であることを公にしようとした。基本
法であることの徴表（しるし）として、以下の項目があげられている（Vgl. Christoph Gröpl, 













されたものと評価されている（Vgl. Wolfgang März, Ausser Staatsnotstand, in: Isensee /Kirchhof
（Hrsg.）, Handbuch des Staatsrechts, Bd. XII, 2014, S.974.）。「緊急」の文字が使われていたものは、
基本法 81 条の「立法緊急事態」（Gesetzgebungsnotstand）の制度だけであった。
　また制定当時の基本法には、軍組織に関する規定も存在しなかった。むしろドイツにとって
の「平和命令条項」として、前文（世界平和への貢献）を含む諸条項、すなわち基本法 1 条 2 項
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（人間の尊厳の国家権力に対する拘束性）、基本法 4 条 3 項（良心的兵役拒否）、基本法 9 条 2 項
（国際協調に敵対する結社の禁止）基本法 24 条（相互的安全保障システムへの加入）、基本法
















けることができる（Vgl. Klaus Stern, a.a.O., S.856-858.）。
　第 1 段階。1953 年から翌年にかけて、キリスト教民主・社会同盟（CDU/CSU）、自由民主
党（FDP）およびドイツ党（DP）の連立政権は、ドイツ連邦共和国の「防衛制度の整序のた
めの目標をもった基本法改正草案」（Entwürfe zur Grundgesetzänderung mit dem Ziel einer 
Ordnung des Wehrwesens）を提案し、ヨーロッパ防衛共同体（EVG）条約の批准を憲法上保
障するために必要と思われた一部だけが、1954 年 3 月 26 日に基本法の中に導入されることに
なった。この改正によって、とくに基本法 73 条 1 号が国防についての連邦の専属的立法権を
認め、18 歳男子の国防義務、民間人の保護等が定められた（高田敏 / 初宿正典編訳『ドイツ憲
法集』第 6 版 2010 年 246 項註（51）も参照）。
　第 2 段階。政治プロセスとしては、1955 年 5 月、パリ条約の一環としてドイツ条約が発効し、
西ドイツは、立法、外交、軍事等においてほぼ完全な主権を回復する。当時の連邦宰相 K. ア
デナウアーは、西ドイツの再軍備をめざし、1956 年 3 月 19 日に第 7 次基本法補充法により防
衛制度（Wehrverfassung）の導入を実現した。とりわけ基本法 17 条 a（基本権の制限）、同法
45 条 a（防衛委員会の設置）、同法 45 条 b（国防受託官の任命）、同法 59 条 a（防衛事案の確定）、
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同法 65 条 a（防衛大臣の命令権と司令権＝コマンド権）、同法 87 条 a・b（連邦国防軍の創設等）、
同法 96 条 a（軍刑事裁判所の設置）、同法 143 条（対内的緊急事態での軍の出動）が盛り込ま












　第 3 段階。その後の国際情勢の変化とともに、1968 年にキリスト教民主・社会同盟（CDU/
CSU）と社会民主党（SPD）との連立政権（「大連立」）が成立し、西ドイツは第 17 次基本法
改正法により、包括的かつ詳細な「緊急事態法」と名づけられた法制度を導入する。基本法は
これとともに、国防制度上の若干の改正、たとえば基本法 12 条・12 条 a、同法 65 条 a、同法
73 条 1 号の変更および同法 142 条の削除を行った。内容上重要なのは、基本法 143 条が基本
法改正に留保していた連邦国防軍の国内での出動（対内的緊急事態）を基本法 35 条、同法 87
条 a、同法 91 条が容認したことである。防衛事案（対外的緊急事態）は、第 10a 章にまとめ
られ、分離され独立して置かれていた基本法 59 条 a は削除されることになった。基本法 12 条
a 第 1 項は、国民に国防を義務づけ、同法 73 条 1 号は、連邦に対し国防に関する法律制定の
排他的管轄権を認める。全体として 1968 年の緊急事態法制は、28 か条の憲法条項が追加・修
正または削除され、個別の緊急事態法律に至っては約 300 か条にものぼり、「徹底的に規範化
された緊急権」と呼ばれるほどの詳細かつ緻密な規定となった（水島朝穂『現代軍事法制の研









きる。総括すると以下のようになる（Kay Windthorst, Der Notstand, in: Markus Thiel （Hrsg.）, 
Wehrhafte Demokratie, 2003, S.367.）。
●基本法 35 条 3 項（災害救助）
●基本法 80 条 a（緊急的状況における法規定の適用と手続・措置効果）
●基本法 87 条 a 第 1 項～第 4 項（国家・憲法秩序の危殆と軍の出動）
●基本法 91 条（国家・憲法秩序の危険防止）






は高田敏/初宿正典編訳『ドイツ憲法』第 6 版 2010 年を参考にしたが一部は異なる）。




にのみ許される。緊張事案の確認（Feststellung）および第 12 条 a 第 5 項第 1 段および第
6 項第 2 段の場合における特別の同意（Zustimmung）には、投票数の 3 分の 2 の多数が
必要である。
　　第 2 項：第 1 項における法規定に基づく措置は、連邦議会の要求がある場合は廃棄される。




　＊  基本法 87 条 a 第 1 項：連邦は、防衛のために軍（Streitkräfte）を創設する（後略）。
　　第 2 項： 軍は防衛以外にも出動が許されるが、それはこの基本法が明示的に許容する場合
だけである。





　　第 4 項： 連邦もしくは州（ラント）の存立または自由で民主的な基本秩序（FDGO）に対




　＊  基本法 115 条 a 第 1 項：連邦領域が武力によって攻撃され、またはこのような攻撃が直接
迫っていること（防衛事案）の確認は、連邦議会が連邦参議院の同意を得てこれを行う。
確認は、連邦政府の申立てに基づいて行われ、かつ投票数の 3 分の 2 以上の多数、少な
くとも連邦議会の構成員の過半数を必要とする。






確認は、実質的かつ形式的な要件に左右される」（Wolfgang März, a.a.O., S.1003.）。防衛事案の
要件については、基本法 115 条 a が具体的に定めている。
＜要件＞
1.　実質的要件
　防衛事案に示された構成要件メルクマールは、基本法 115 条 a 第 1 項 1 段により実質的に示
されている。すなわち、現実に連邦領域が武力をもって攻撃され、またはこのような攻撃が直
接迫っていることである。防衛事案の解釈について学説は分かれるが、厳格説によれば、次の
3 つの要素で構成される（Vgl., Kay Windthorst, a.a.O., 2003, S.385 ff.）。
























なる。形式的要件ないし手続的要件は、基本法 115 条 a 第 1 項等によって原則上要求される連
邦の所轄機関によって「防衛事案」が「確認」されることである。ただし、これは原則であり、




●防衛事態に関する連邦政府の申立て（GG115 条 a 第 1 項）
●連邦議会による資格多数での確認（GG115 条 a 第 1 項）
●連邦参議院での投票の過半数による同意（GG115 条 a 第 1 項）
●連邦大統領の官報による公告（GG115 条 a 第 3 項）
　以上の必要的協力が一部滞る場合などは、当該機関に応じてあるいは不作為の理由ごとに異
なった対応がとられる（Vgl. Kay Windthorst, a. a. O., S. 387.）。たとえば連邦議会が、克服でき
ない障害によって時宜に適った召集を妨げられているか、もしくは連邦議会に決定能力がない
ため、基本法 115 条 a 第 1 項による確認を行うことができないような重大緊急事態にあっては、
連邦議会議員が 3 分の 2、連邦参議院構成員が 3 分の 1 を占める「合同委員会」（der 
Gemeinsame Ausschuss）が、投票総数の 3 分の 2 かつ合同委員会の構成員数の過半数をもっ








院の同意を要する」（GG115 条 c 第 1 項）。これは連邦の立法権の拡大と権限の集中を意味する。
さらに「連邦政府は、防衛事案において、状況が要請する場合に限り」「連邦行政を除いて
（ausser）州政府に」、そして「連邦政府が緊急性（dringlich）とみなす場合に、州の諸官庁に
も指令を出す（Weisung erteilen）」ことが定められている（GG115 条 f 第 1 項 2 号）。この種
のケースでは、州政府または州の諸官庁が措置をとる場合もある（GG115 条 i 第 1 項）。また
防衛事案にあっては、連邦と州の行財政制度について平時とは異なった規律が可能である




第 2 項）。他方で、両議会（院）に対しては、基本法 115 条 a 第 1 項・第 5 項および同法 115
条 l（エル）第 2 項・第 3 項により、防衛事案の確認と終了において強力な地位が承認されて
いる。特別に価値あるものとして、合同委員会を設置することができることである（GG53 条 a）。
合同委員会は、基本法 115 条 e 第 1 項の要件のもとで連邦議会と連邦参議院の権利を統一的に
行使し、法律を可決する。この法律は、基本法 115 条 k 第 1 項により、その適用期間中これ
と矛盾する法律を排斥する。もっとも、合同委員会が可決したこれらの法律は、基本法 115 条






統領、連邦憲法裁判所裁判官等の任期の延長（GG115 条 h 第 1 項）、合同委員会による連邦宰
相の選出、建設的不信任の可能性（同条 2 項）、連邦議会の解散の禁止（同条 3 項）が容認さ
れる。
　市民の基本権：防衛事案においても、原則的に基本権保護に変更はない。過去においては、
たとえばプロイセン憲法（1850 年）第 111 条は、戦争または内乱・暴動等の場合において、
公安に対する差し迫った危険があるときには、憲法 5 条（人身の自由）、第 6 条（住居の不可侵）、
第 7 条（裁判を受ける権利）、第 27 条（意見表明等の権利）、第 28 条（一般刑法による処罰）、
第 29 条（集会の自由）および第 36 条（法律に基づく武力行使）を一時的に停止することを定
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めていたが、基本法にはそのような規定はない。ただし、基本法 115 条 c 第 2 項により「防衛
事案の間は事情が必要とする範囲で、連邦法（Bundesgesetz）によって」「1. 公用収用
（Enteignungen）の場合」と「2. 自由剥奪（Freiheitsentziehungen）の場合」に基本法がすでに
定めている手続内容とは違った規定を設けることができる。また、基本法 12 条 a は、法律で
就業（職場）放棄の自由を制限すること（6 項）、軍事的役務（1 項）および非軍事的な役務提









ることの重要性が指摘されている（Vgl. Klaus Stern, a.a.O., S.1434-1435.）。
　この趣旨に対応するものが、基本法 80 条 a 第 1 項の「緊張事案」（Spanungsfall）である。
いかなる事態が「緊張事案」に相当するかを正確に定義づけることは容易ではなく、それはむ
しろ連邦議会の「予測的決定」（prognostische Dezision）に委ねられているという（Vgl. 
Wolfgang März, a.a.O., S.981.）。通常の理解によれば、緊張事案は、外交政策上の紛争を背景に
高度の蓋然性をもって防衛事案へ至ることが認められ、その限りで連邦議会に状況評価に関す
る裁量余地が帰属する。基本法 80 条 a 第 1 項 2 段によれば、確認（決定）には、連邦議会に
おける投票数の 3 分の 2 の多数が必要である。
　本来的に緊張事案は（「同意事案」や「同盟事案」も同様）、時間的・機能的に防衛事案前の
緊急性（スクランブル）スイッチが入り、しかしある時点まで、それのセンセーショナルな実
践が留保されている段階にあるということである。緊張事案においては、基本法 115 条 a 第 1
項の冒頭が定めるような「武力によって連邦領域が攻撃される」（das Bundesgebiet mit 
Waffengewalt angegriffen wird）のではなく、また「そのような攻撃が直接迫っている」（ein 
solcher Angriff unmittelbar droht）というものでもないが、そのような脅威が持続し、重大で深
刻なものでなければならない（Vgl. Wolfgang März, a.a.O., S.979.）。
　第 1 に、したがって緊張事案は対外的国家緊急事態の権利の準備段階（Einrichtung）である。




















意した場合だけに」限られている（GG80 条 a 第 1 項 1 段）。同意事案は、外交政策上の危機







（Wolfgang März, a.a.O., S.995-996.）。
④同盟事案
　基本法 80 条 a を個々的に分離化してみると、緊張事案と同意事案は、国内的な法規律に関
係する。すなわちそれらは、国家を武力攻撃からのみ防衛する観点に焦点を合わせて、そのつ
ど民事的および軍事的な防衛準備を規定しているのであり、「ドイツ連邦共和国の、NATO 条




同安全・防衛政策（GSVP）へのドイツの統合も関係しない」（Wolfgang März, a.a.O., S.996.）。
さらに、連邦領域に向けられた攻撃が必要である（GG115 条 a 第 1 項 1 段）という理由から、
基本法 80 条 a 第 1 項による防衛準備が同盟諸国の利益のためだけには認められていない。こ
のことによって、支配的学説から生まれた「すきま」（Lücke）は、いずれにしても基本法 80
条 a 第 3 項 1 段、つまり「国際機関が連邦政府の同意を得て同盟条約の枠内で行う決定」によっ
て一部閉じられることになる。
　このような同盟事案の特殊な定めは、もちろん NATO 同盟にとりわけ係わる若干の問題を
投げかけているという。たとえば 2001 年 9 月 11 日の「米国同時多発テロ」後に同盟事案
（Bündnisfall）が作動し、初めてその実践的な意味が証明された。この航空機による高層ビル
への攻撃は、米国に対する武力攻撃とみなされ、同盟諸国への攻撃の際には、平時に空いてい
る「すきま」（Lücke）が閉じられる結果をもたらした。それは、基本法 80 条 a 第 3 項が定め
る独自の緊急事態事案を形成するが、そもそも NATO 条約の第 5 条が、すべての締約国に「集
団的自衛権」を認めているため、締約国であるドイツも他の締約国への武力攻撃に対して反撃
することができるのである。もっとも NATO 条約自体は援助協定であり締約国に安全保障的
措置を義務づけるものではなく、決議は勧告に過ぎないとされている（Vgl. Kay Windthorst, 
a.a.O., S.392f.）。

















ため、同盟事案はその構成要件については基本法 80 条 a 第 1 項からは外れた独自の構成要件
事実である。それゆえに、緊張事案および同意事案のために要求される要件は、まったく問題
にならない。同盟事案には、まず第 1 に、NATO 条約の範囲内で、すなわち同条約 5 条と 6 条
の中で明記された援助要件・範囲（ヨーロッパまたは北アメリカの当事国に対する武力攻撃）
の顧慮のもとで、同盟事案が開始すること、このことは所管する NATO 機関によって確認され、
相応の調整された防衛措置が決議されること、第 2 に、連邦政府（同僚全員）がこの NATO
の決議に同意することが必要とされる（Vgl. Wolfgang März, a.a.O.,S.997）。









（2） NATO は、国連安保理事会決議 816 号（1993.3.31）に基づき、ボスニア上空における飛行
禁止措置を実行するために、ボスニア上空への空中早期警戒管制システム（AWACS）飛
行部隊の投入を決定した。1993 年 4 月 2 日ドイツ連邦政府はこれにドイツ連邦国防軍の
参加を決定し、ドイツ連邦防衛大臣はこの決定を実行した。










府は、連邦議会の同意を求めることなく、1992 年 7 月 15 日、1993 年 4 月 2 日および同




（2） 判決理由（主要争点の実体論）：  






基本法 24 条 2 項にいう相互的集団安全保障システムに数えられる。国際連合（国連）
は相互的集団安全保障システムであり、NATO もその任務権限等からすれば同法 24 条








　　・ 基本法 87 条 a について。基本法 87 条 a は、基本法 24 条 2 項を相互的集団安全保障シ
ステムの枠内で武装兵力を出動させることの憲法上の根拠として妥当することの妨げに
はならない。したがっていずれにしても、基本法 24 条 2 項に基づきドイツが参加した
相互的集団安全保障システムの枠内において行われたドイツ連邦国防軍の出動は、基本






に命じられている手段では絶対に不可能であるほどの危機状況である（Eckart Klein, Innerer 
Staatsnotstand, in: Isensee/Kirchhof, Handbuch des Staatsrecht, Bd. XII, 2014, S.936.）。もっとも、
これは学問上の定義であって、基本法自身の中にはその概念も定義も存在しない。歴史的にみ




すら基本法から姿を消すことになった（Vgl. Eckart Klein, a.a.O., S., 937-938.）。しかしこの概












れるということである（Vgl. Eckart Klein, a.a.O., S.939.）。したがって、対内的緊急事態のカテ
ゴリーを類別する場合は、基本法の条文に即して、①連邦の存立とFDGOにとっての危機（GG91
条の類型）と②カタストローフェ＝自然災害・重大事故による危機（GG35 条 2 項 2 段の類型）
の 2 つに区別するとわかりやすい。
＜GG91 条の類型＝治安維持（憲法忠誠）支援＞
　1968 年の 17 次基本法改正法により、旧基本法 91 条は次のような新文言に改められた（高
田敏/初宿正典・前掲書 264 頁註（103）参照）。「連邦もしくは州の存立または自由で民主的な基
本秩序（FDGO）に対する差し迫った危険を防止するために、州は他の州の警察力ならびに他
の行政官庁および連邦国境警備隊の実力と施設を要請することができる」（GG91 条 1 項）とし、
「危険が迫っている州にあって、その危険と自ら戦う用意がなく、または戦うことができない
場合は、連邦政府は」警察力を「連邦の指示に従わせ」「連邦国境警備隊を出動させることが
できる」（GG91 条 2 項）と定めている。この場合、それでもなお不十分なときは、警察と連
邦国境警備隊の支援のために「連邦政府は」「軍を出動させることができる」のである（GG87
条 a 第 4 項）。したがってそれは、すべての暴動・反乱等に際し出動するわけではなく、暴動
等が軍事的に武装化している場合など、やむをえず軍の支援が必要な場合に連邦政府の要請に
より現実化する。
＜ GG35 条 2 条 2 段の類型＝カタストローフェ対処＞
　基本法 35 条は「自然災害またはとくに重大な事故における救助のために、ある州（ラント）
は他の州の警察力、他の行政官庁ならびに連邦国境警備隊および軍（Streitkräfte）の実力と施




警備隊および軍の部隊を出動させることができる」（3 項 1 段）。
＜航空安全法とテロをめぐる議論＞
　ドイツでは 1970 年代の「赤軍派」（RAF）によるテロ襲撃事件後、2001 年 9 月 11 日の米国
での悲劇と国際テロ組織による重大事件をきっかけに、市民の安全を有効に守るためには憲法
上の規定はいかにあるべきかという議論が再燃した。とくに 2005 年 1 月 11 日の「航空安全法」
（Luftsicherheitgesetz）をめぐって論争の激しさは頂点に達した（Eckart Klein, a.a.O., S.957.）。
● 航空安全法事件（BVerfG, Urt.v.15.2.2006, NJW11/2006, S.751ff.）  
　連邦憲法裁判所判決は、テロ等によってハイジャックされた航空機に対し、軍が同航空機
を撃墜することを認める航空安全法 14 条 3 項が違憲無効であると判示した（同法 13 条 2 項
2 段・3 項も後に無効とされる）。主な理由は、撃墜が機内の襲撃者だけでなく、無関係な乗
客の生命をも侵害することになるから、「人間の尊厳」（GG1 条 1 項）と「生命に対する基
本権」（GG2 条 2 項）に違反するというものである。しかしその後（2012 年 7 月 3 日）、同
裁判所の総会（Plenum）決定は、テロ攻撃に対する軍の出動に際しての、軍用特殊武器の
使用は基本法 35 条 2 項・3 項によってカバーされるとみなし、判決の一部が変更されてい














には、基本法 87 条 a 第 1 項と第 2 項または第 3 項による出動も理論上許されることになろ
うが、このための法的条件はほとんど提示されていない。かくしてテロによる襲撃に対して
は、原則上、基本法 35 条 2 項 2 段・3 項による軍の出動だけが考慮されることになろう（Vgl. 










ことが示されている。しかし軍の投入は、基本法 115 条 a の「防衛事案」に限定されていない。
というのは防衛事案は、正式決定後には、国内における国家制度全体に対し対外的緊急事態の
効果を発揮するからである（緊急事態憲法）。それは基本法 87 条 a 第 1 項・第 3 項によって確
保されているが、そこでは「防衛」と「防衛事案」が区別されているのである（Vgl. Ferdinand 
Kirchhof, Verteidigung und Bundeswehr, in: Isensee/Kirchhof（Hrsg,）, Handbuch des Staatsrecht, 




軍の投入が許容されることになる（Vgl. Ferdinand Kirchhof, a.a.O., S.653.）。外国へ派遣された





































動するという論理である。この（世界）警察的任務の履行は、基本法 87 条 a 第 1 項の任務規
定を凌駕することができるのである（Vgl. Ferdinand Kirchhof, a.a.O., S.654-655.）。ここでは、
基本法の 24 条と 87 条 a の規律価値が別個のものとみなされている（分離説）。
（2）連邦国防軍と防衛外出動
＜原則―国内出動に限定＞
　基本法 87 条 a 第 2 項によれば、戦力（軍）は、防衛任務以外には基本法によって明示的に
許可されている場合にのみ出動することができる。この点にかかわって、たとえばカタストロー
フェ（自然災害・重大事故）の際の救済や国家職員の外国出張などに際して、ドイツ連邦国防
軍は防衛目的以外に外国へ出動できるかどうかという問題がある。基本法 87 条 a 第 2 項の文
言は、このような出動にあっても、基本法で明確に許可している場合に限って認められよう。
しかし現行基本法は、この種の明示をまったく規定していない。というのは、基本法 35 条 2










　基本法 35 条以外にも同法 87 条 a 第 3 項は、国内における防衛外の連邦国防軍の出動をきわ
めて狭く限定した形で許容する。すなわち基本法 87 条 a 第 3 項は、防衛事態または緊張事態
において警察（Polizei）に対する支援を定めている。この場合、軍は警察法上の危険防止任務
を行使する。軍は、あらゆる民間施設の保護のために、仮に軍事上重要なものではないものを
含めて出動することができる（Vgl. Ferdinand Kirchhof, a.a.O.,S.657.）。
＜憲法忠誠活動＞
　基本法 91 条によれば、「連邦もしくは州の存立または自由で民主的な基本秩序（FDGO）に対
する差し迫った危険」の除去について、基本法 87 条 a 第 4 項は、最終的な連邦政府の軍に対す
る出動命令権を定めている。この場合、軍は、憲法忠誠として国家の存立と憲法秩序を守るため




















諸法律の必要性を指摘することによって（GG12 条 a、GG24 条、GG87 条 a および GG87 条 b）、
議会の協力が、基本法 73 条 1 号によって「民間人の保護を含む防衛」のための排他的連邦管
轄権において確保される。防衛事案および緊張事案の確認と終了は、まずもって連邦議会の責
務である（GG80 条 a、GG115 条 a および GG115 条 l）。それに加えて、連邦参議院は、連邦政
府が警察力支援のために連邦国防軍の出動を命じたとしても、危険の除去（Beseitigung）後の
措置の廃棄を要求し（GG35 条 3 項 2 段）、連邦議会と連邦参議院は、連邦または FDGO に対
する危険防止のために出動された警察・国境警備隊および軍の撤収を要求することができる
（GG87 条 a 第 4 項）。
＜防衛委員会による統制＞
　防衛委員会（Verteidigungsausschuss）は、議会によるコントロール権の一部である。基本
法は、連邦議会の専門委員会として防衛委員会の設置を認めている（GG45 条 a 第 1 項）。防
衛委員会には、調査権限が付与される（同条 2 項）。
＜国防受託官による統制＞
　基本法 45 条 b は、基本権を保護するため、そして連邦議会が議会的コントロール行使の際
の「補助機関」として「国防受託官」（Wehrbeauftragte）の設置を定めている。
＜合同委員会の設置＞
　基本法第 4a 章は、合同委員会の形成を規定する。この委員会は、連邦議会議員 32 名（3 分
の 2）と連邦参議院のメンバー 16 名（3 分の 1）をもって構成される（長谷部恭男 / 石田勇治『ナ
チスの『手口』と緊急事態条項』2017 年 130 項）。この委員会はいわゆる「非常時」の議会で
あり、とりわけ防衛事案において平時の議会がもはや機能しない場合に、連邦議会と連邦参議
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Preface
―Clarifying characteristics of German system of a state of emergency
［A］ The road to amendment of the Basic Law to introduction of regulations on a state of emergency
　（1）Enactment of the Basic Law after World War II 
　（2）Provisions on peacekeeping of the Basic Law 
　（3）Germany’s remilitarization and provisions on a state of emergency
［B］ Norms of German constitutional provisions of a state of emergency
　（1）External state of emergency
　（2）Internal state of emergency
［C］ The forms of Actions of the Federal Army of Defense
　（1）Mobilization for Defense
　（2）Mobilization for Non-Defense
［D］ Control of the Federal Army of Defense
　（1）Control by the Parliament
　（2）Command over the Federal Army of Defense
Conclusion
―German system contains various legal procedures and authorities
― Germany’s Basic Law is different from The Japanese Constitution in understanding of war. Ger-
many’s Basic Law Article 26 provides: （1）Acts tending to and undertaken with intend to disturb 
the peaceful relations between nations, especially to prepare for a war of aggression, shall be un-
constitutional. The Japanese Constitution Article 9 provides: （1）the Japanese people forever re-
nounce war as a sovereign right of the nation.

